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第 1 人口動向分析 

 過去から現在に至る人口の推移を把握し、その背景を分析することにより、講ずべき施策の検討

材料を得ることを目的として、時系列による人口動向や年齢階級別の人口移動分析を行う。 

 

１ 時系列による人口動向分析 

（１）総人口の推移と将来推計 

 ・奥尻町では、1960 年～65 年の間に人口が一時的に増加したものの、65 年をピークに減少してい

る。 

 ・2015 年以降の国立社会保障人口問題研究所（社人研）の推計によれば、今後人口は急激に減少

を続け、2040 年には総人口が 1,325 人になるものと推計されている。 

 

 

※ 1950 年から 2010 年までは国勢調査、2015 年以降は社人研推計値 
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図表１ 総人口の推移（奥尻町） 
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（２）年齢 3区分別人口の推移 

 ・総人口、生産人口（１５歳～６４歳）及び年少人口（０歳から１４歳）が１９６０年をピー

クに、その後減少を続けている。一方で老年人口（６５歳以上）は増加を続け、１９９５年に年

少人口を逆転し、２０２５年には生産人口を逆転するが、２０２０年をピークに、老年人口も減

少しはじめることがわかる。 

 

 

※1950 年から 2010 年までは国勢調査、2015 年以降は社人研推計値 
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図表２ 年齢３区分別人口の推移（奥尻町） 
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（３）出生・死亡・転出の推移 

・１９９３年の北海道南西沖地震の発生により死亡数が突出していることを除くと、２００２年か

ら、死亡数と出生数が逆転し、以降、自然減が進んでいる。 

・社会増減は、浮き沈みがあるものの、１９９９年に転入超過して以降、転出超過いわゆる社会減

の傾向が続いている。 

 

 

※住民基本台帳より作成 
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図表３ 出生･死亡数、転入･転出数の推移（奥尻町） 
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（４）総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 ・１９９３年の北海道南西沖地震による影響が大きいことを除いても、１９９０年以外は、年に

より変動はあるものの、自然減、社会減の人口減少が続いている。 

 

 

※住民基本台帳より作成 
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２ 年齢階級別の人口移動分析 

（１）性別・年齢階級別の人口移動の最近の状況 

・年齢階級別の人口移動の状況をみると、全体として、転出超過の状況にある。また、高校卒業後、

町外の大学等に進学するために、１５歳～１９歳人口が転出超過となっている。２０１２年は、 

 転勤等が大きく影響したものと思われる。 

 

 
※住民基本台帳より作成 
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（２）地域ブロック別の人口移動の状況 

 ・地域ブロック別の人口移動の状況をみると、転出の大半が北海道内への転出である。 

 道内の転出超過の理由として、自衛官及び教職員の転勤が影響しているものである。また、道外

についても、自衛官の転勤が影響している。 

 

※住民基本台帳より作成 
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（３）性別・年齢階級別人口移動 

 ・男性においては、１０歳～１４歳の世代が１５歳～１９歳になるとき、２５歳～２９歳の世代 

 が３０歳～３４歳になるとき、３０歳～３４歳の世代が３５歳～３９歳になるときに、大きく転

出超過となっている。 

 ・一方で、２０歳～２４歳の世代が２５歳～２９歳になるとき、４０歳～４４歳の世代が、４５

歳から４９歳になる時に転入超過となっている。 

 ・考えられる要因としては、１０歳代においては、町外の高校及び大学等への進学、就職するこ

とから、転出超過が多くなるほか、教員や自衛官の転勤による影響である。 

 ・女性についても、１０歳～１４歳の世代が１５歳～１９歳になるときや、１５歳～１９歳の世

代が２０歳～２４歳になる時に大きく転出超過となっており、男性同様、町外の学校に進学、就

職することが影響していると考えられる。男性に比べ、女性の転入出の幅が狭く、いわゆる自衛

官をはじめとする、転勤族の男性の割合が高いということが言える。 

 

   ※国勢調査より作成 
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（４）年齢階級別人口移動の推移（長期的動向） 

①男性 

・１０歳～１４歳世代が１５歳～１９歳になるときにおける転出超過は、長期的動向においても、

同様の傾向がみられるが、近年その数が減少していることから、少子化の影響があるものと考えら

れる。 

・１５歳～１９歳世代が２０歳～２４歳になる時、４０歳～４４歳の世代が４５歳～４９歳になる

とき転入超過の傾向が続いている。１９９０年～１９９５年代の転入超過が突出しているのは、北

海道南西沖地震の影響による復興関連事業等で、多くの転入があったものと考えられる。 

 

※国勢調査より作成 
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②女性 

・男性同様に、１０歳～１４歳世代が１５歳～１９歳になるときに大きく転出超過となり、２０歳

～２４歳の世代が、２５歳～２９歳になるときに転入超過となる傾向があるが、いずれも、年々減

少している。 

・１０歳～１４歳代が１５歳～１９歳になる時の転出超過の状況が年々減少しており、少子化の影

響があることが考えられる。 

・男性に比べ、２０歳～２４歳世代が２５歳～２９歳になる時の転入超過の数値が高い傾向がみら

れる。 

 

 

※国勢調査より作成 
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図表８ 年齢階級別人口移動の推移（女性） 
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３ 合計特殊出生率と周辺町との比較 

・1人の女性が一生に産む子供の平均数である「合計特殊出生率」の推移をみると、管内と比較して、

高い率を維持しており、2008 年～2012 年に、若干であるが上昇に転じている。 

・檜山管内においても、下降の傾向にあるものの、2008 年～2012 年に奥尻町を含め、３町が上昇に

転じている。 

 

 

  ※人口動態保健所・市区町村別統計より作成 

  

1998～2002 2003～2007 2008～2012 

奥尻町 1.77 1.54 1.58

江差町 1.42 1.41 1.31

上ノ国町 1.57 1.45 1.52

厚沢部町 1.64 1.43 1.63

乙部町 1.46 1.4 1.32

せたな町 1.53 1.44

今金町 1.51 1.51 1.39
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図表９ 合計特殊出生率の推移と檜山管内町村との比較 
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４ 雇用や就労等に関する分析 

（１）男女別産業人口の状況 

・男女別にみると、男性は、漁業、建設業、公務の就業者数が多く、女性は、卸売業・小売業、宿

泊業・飲食サービス業、医療・福祉の就業者数が多いことがわかる。 

 

図表１０－１ 男女別産業人口の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査より作成 
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・特化係数（町のＸ産業の就業者比率/全国のＸ産業の就業者比率）を見ると、男女ともに漁業が突

出しており、次いで、公務、複合サービス事業が高い数値となっている。 

 

図表１０－２ 男女別産業人口の状況（特化係数） 

 
※国勢調査より作成 
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（２）年齢階級別産業人口の状況 

・特化係数の最も高かった漁業について、男性は、５割以上が６０歳代以上であり、今後、高齢化

がさらに進み、就業者数の大幅な減少が予想される。 
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宿泊業，飲食サービス業（女） 

教育，学習支援業（男） 

教育，学習支援業（女） 

医療，福祉（男） 

医療，福祉（女） 

複合サービス事業（男） 

複合サービス事業（女） 

サービス業（他に分類されないもの）（男） 

サービス業（他に分類されないもの）（女） 

公務（他に分類されるものを除く）（男） 

公務（他に分類されるものを除く）（女） 

図表１０－３ 年齢階級別産業人口の状況 

15～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

50～59歳 

60～69歳 

70歳以上 
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第２ 将来人口推計 

社人研の「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3 月推計）」、日本創生会議による地域別将来人

口推計、町独自の将来人口推計を活用し、将来の人口に及ぼす出生や移動の影響等について分析を

行う。 

 

１ 将来人口推計 

（１）社人研準拠（パターン１）、日本創生会議準拠（パターン２）、町独自推計（パターン３）の

総人口の比較 

 ・パターン１とパターン２、パターン３による平成 52 年（2040 年）の総人口は、それぞれ、1,325

人、1,064 人、1,188 人となっている。 

 

（注）パターン３は、合計特殊出生率が 1.58、且つ直近 5 年間の純移動率が今後も続くと仮定した

場合 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

パターン１ 3,033 2,664 2,362 2,078 1,809 1,556 1,325 1,113 925 762 627

パターン２ 3,033 2,664 2,300 1,951 1,627 1,329 1,064

パターン３ 3,033 2,668 2,319 2,000 1,705 1,433 1,188 970 780 619 489

1,325  

627  
1,064  

3,033  

1,188  

489  
400

900

1,400

1,900

2,400

2,900

3,400
図表１１ 総人口の推計結果（奥尻町、パターン１、２、３） 

パターン１ 

パターン２ 

パターン３ 
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（２）人口減少段階の分析 

 ・パターン１（社人研推計準拠）を基に分析する。平成 22 年（2010 年）の人口を 100 として、指

数化した。 

 ・2020 年に 65歳以上（老年人口）が最大となるものの、以降、減少が始まり、総人口の減少期に

入ると考えられる。 

 

 

 ・社人研の推計値で減少段階を見ると、２０２５年に老齢人口が生産年齢人口を上回り、以降老

年人口が減少していくことがわかる。上記同様、２０２０年代に総人口の減少期に入る。 

（人数） 2010年 2015 年 2020年 2025 年 2030年 2035 年 2040年 2045 年 2050年 2055 年 2060 年 

０～１４歳 334  220  153  124  99  80  67  57  47  37  28  

１５～６４歳 1816  1416  1182  972  799  665  550  442  359  300  250  

６５歳以上 1010  1028  1028  982  910  811  707  614  518  426  349  

総人口 3160  2664  2363  2078  1808  1556  1324  1113  924  763  627  
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図表１２ 人口の減少段階  

０～１４歳 １５～６４歳 ６５歳以上 総人口 
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第３ 人口の将来展望 

 人口の現状と課題を整理し、人口に関して目指すべき将来の方向性を提示するとともに、将来の

人口等を展望する。 

 

１ 目指すべき将来の方向 

（１）現状と課題 

 日本の総人口が減少し始めている状況の中、奥尻町においても、自然減、社会減の状況が続き、

人口減少の一途をたどっている。年齢３区分推計でも明らかになっている通り、すでに、「少子高齢

化」という状況に突入している状況であるが、老年人口も、２０２０年以降減少し、人口減少がさ

らに加速するものと思われる。 

 若年層は、高校卒業後町外の大学等に進学し、その世代が U ターン就職するケースは稀であり、

人口流出に拍車をかけている。いわゆる自衛官、道職員、教職員といったいわゆる転勤族について

も、規模縮小や、学校の統廃合が少なからず社会減及び生産年齢人口の減少に影響を及ぼしている

ことがいえる。 

 日本創成会議が平成 26 年に出した推計によると、20 代から 30 代の女性の減少率が全国で 4位（北

海道で 1位）となる結果が出され、いわゆる「消滅可能性自治体」とされている。 

 過去のデータによっても、いわゆる 20 代から 30 代の子育て世代の転出超過という状況は、長期

的に続いており、この世代の流出をとめることが急務である。 

 

（２）取り組み方針 

① 町民全体が、人口減少に関する問題意識を持ち、それぞれの立場で取り組む。 

② 若者が魅力感じるまちづくり（居住環境、雇用、教育、子育て）を実現する。 

③ 長期的な視点に立ち、実効性のある対策を迅速に実施する。 

④ 将来世代に負担の付けを回さないために、総花的な取り組みではなく、「選択と集中」を実施す

る。 
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２ 人口の将来展望 

（１）人口の推移と長期的な見通し 

・合計特殊出生率を、現在の 1.58 から、平成 37年（2025 年）以降、1.70 を保つものとする。 

・移動については、2020 年までに 2010 年の人口の 1.5％である 48 人が定住することを目指す。 

ただし、純移動率は加味しない。 

・社人研の推計（パターン１）では、平成 72 年（2060 年）の奥尻町の総人口は 627 人にまで減少す

ると推計されている。 

・町推計では、町施策の効果が反映され、合計特殊出生率及び移動が仮定値のとおりとなれば、1,697

人となり、パターン１と比較すると、およそ 1千人の効果を見込むことができる。 

 

 

 

  

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

パターン１ 3,033 2,664 2,362 2,078 1,809 1,556 1,325 1,113 925 762 627

町推計 3,033 2,877 2,761 2,594 2,428 2,268 2,117 1,971 1,837 1,718 1,617
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図表１３   総人口の長期的な見通し 
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（２）高齢化率の推移と長期的な見通し 

・社人研の推計(パターン１)では、高齢化率（65 歳以上人口比率）は、平成 72 年（2060 年）には、

55.7％まで上昇すると見込まれており、人口の半分以上が高齢者で占めることとなる。 

・町の施策が着実に効果が反映されると、2030 年（平成 32 年）までは上昇を続け、41％となるもの

の、平成 72 年（2060 年）には、34.1％にまで低下するものと推計される。 

 

 

 

 

図表１５ 町独自の推計による年齢 3区分人口割合 

 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

年少人口 

（0～14 歳：％） 
10.5% 9.7% 9.3% 9.7% 10.0% 10.4% 11.0% 11.8% 12.4% 12.3% 12.1% 

生産年齢人口 

（15～64 歳：％） 
56.8% 53.8% 52.0% 50.1% 49.0% 49.4% 50.3% 49.4% 49.3% 51.7% 53.8% 

老齢人口 

（65 歳以上：％） 
32.7% 36.5% 38.7% 40.2% 41.0% 40.2% 38.7% 38.8% 38.3% 36.0% 34.1% 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

パターン１ 32.7% 38.6% 43.5% 47.3% 50.3% 52.1% 53.4% 55.2% 56.0% 55.9% 55.7%

町推計 32.7% 36.5% 38.7% 40.2% 41.0% 40.2% 38.7% 38.8% 38.3% 36.0% 34.1%

53.4% 
55.7% 

32.7% 

38.7% 

34.1% 
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図表１４  老齢人口比率の長期推計 

パターン１ 

町推計 


